
 

ＯＩＳ等の清算取扱い及びユーロ円ＴＩＢＯＲの対象年限拡大等に係る 

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

金利スワップ取引に係る清算業務について、清算参加者の利便性を向上すべく、日本円

無担保コールレート（オーバーナイト物）と日本円固定金利を交換する金利スワップ取引

（Ｏｖｅｒｎｉｇｈｔ Ｉｎｄｅｘ Ｓｗａｐ。以下「ＯＩＳ」という。）等の清算対象取引

としての追加及びユーロ円ＴＩＢＯＲの清算対象年限の拡大を行うとともに、債務負担処

理等の改善を行う。併せて、リスク管理制度の精緻化を図るべく、当初証拠金制度の見直

しを行う。 

上記に伴い、金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等について、別紙のとおり

所要の改正を行う。 

 

Ⅱ．改正概要 

１．ＯＩＳ等の清算取扱い及びユーロ円ＴＩＢＯＲの清算対象年限

拡大 

  ・ＯＩＳ及び変動金利が日本円ＴＩＢＯＲ（以下「ＤＴＩＢＯ

Ｒ」という。）（金利計算期間が３か月又は６か月であるもの

に限る）である金利スワップ取引を清算対象取引に追加す

る。 

  ・新たに清算対象とする取引の残存期間について、ＤＴＩＢＯ

Ｒを変動金利とする金利スワップ取引に係る残存期間を３

日以上３，６６６日以内と、ＯＩＳに係る同期間を３日以上

１４，６２３日以内とするとともに、現在、清算対象として

いるユーロ円ＴＩＢＯＲを変動金利とする金利スワップ取

引に係る同期間を３日以上７，３１８日以内とする。 

 

 

２．債務負担処理等の改善 

（１）債務負担処理を行う時間の延長 

  ・債務負担処理を行う時間帯を、当社営業日午前９時から正午

まで及び午後１時から午後４時までとする。 

 

（２）バックロード取引に係る債務負担処理の変更 

  ・午後４時から午後８時までの間に債務負担の申込みが行われ

たバックロード取引（債務負担の申込みが行われた日におい

て取引日から１０営業日が経過している取引をいう。）につ

いて、債務負担の可否の判定を通常の債務負担処理とは別に

行う。 

 

（備  考） 

 

 

･ 金利スワップ取引清算業

務に関する業務方法書の

取扱い（以下「業務方法

書の取扱い」という。）第

９条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 業務方法書の取扱い第２

７条等 

 

 

・ 業務方法書の取扱い第２

条第４号、第２７条、第

２８条 
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（３）任意解約のリアルタイム処理化 

  ・任意解約処理について、債務負担処理と同様、任意解約の申

込みが行われる都度、当該任意解約が行われたと仮定して証

拠金を算出し、任意解約の申込みを行った清算参加者が再計

算された証拠金の所要額以上の当初証拠金を預託している

場合に、任意解約処理を行うこととする。 

 

（４）清算約定の承継（ポジション移管）の当日処理化 

  ・清算委託者が、自身が委託先としている受託清算参加者から

他の清算参加者へ自己のポジションを承継させようとする

場合で、当社が午後１時までに当該承継の申込みを受領した

ときは、当社は申込日と同日に当該承継の成立の可否を判断

することとする。 

 

 

  ・清算委託取引の移管についても、同様とする。 

 

 

 

３．当初証拠金制度の見直し 

（１）当初証拠金算出方法の見直し 

  ・当初証拠金所要額の算出方式を、期待ショートフォール方式

に変更する。 

  ・過去の金利変動が特に大きかった期間をストレスイベントシ

ナリオとし、当該ストレスイベントシナリオにおいて損失額

が上位のシナリオを参照期間（１，２５０日間）に追加する。 

 

（２）当初証拠金割増制度の見直し 

  ・流動性等に係る当初証拠金の割増制度に係る算出方法につい

て、テナー間のリスク相殺を精緻に反映することが可能とな

るよう、相関係数を考慮した算出方法へ変更する。 

 

４．その他 

  ・その他、所要の改正を行うものとする。 

 

・ 金利スワップ取引清算業

務に関する業務方法書

（以下「業務方法書」と

いう。）第５３条、業務方

法書の取扱い第３０条 

 

 

・ 業務方法書第５８条の

２、第５８条の３、業務

方法書の取扱い第３５条

の３、第３８条、金利ス

ワップ清算受託契約書第

２８条の３、第２８条の

４ 

・ 業務方法書第５８条の

４、第５８条の５、業務

方法書の取扱い第３８条 

 

 

 

・ 業務方法書の取扱い別表

２ 

 

 

 

 

 

・ 業務方法書の取扱い第２

３条 

 

 

 

 

 

Ⅲ．施行日 

  平成２６年１１月４日から施行する。ただし、ＤＴＩＢＯＲの取扱いに関する規定は、

当社が定める日から施行する。 

（注）「当社が定める日」は平成２６年１２月１５日。 

 

以   上 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等の一部改正新旧対照表 
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１． 金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

２． 金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

別紙 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算受託契約の締結の届出） （清算受託契約の締結の届出） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２ 当社は、清算参加者から前項の規定による届

出を受けた場合（当該届出に係る清算受託契約

の締結に係る清算委託者について、他の清算参

加者から既に同項の規定による届出を受けてい

る場合を除く。）その他当社が適当と認めると

きは、速やかに他の清算参加者に当該清算委託

者の商号その他の事項を通知し、かつ公表する。 

（新設） 

  

（清算受託契約の解約の届出） （清算受託契約の解約の届出） 

第４５条 （略） 第４５条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 当社は、清算参加者から第１項の規定による

届出を受けた場合（当該届出に係る清算受託契

約の解約により、当該解約に係る清算委託者が

いずれの清算参加者との間でも清算受託契約を

締結していない状況になる場合に限る。）その

他当社が適当と認めるときは、速やかに他の清

算参加者に当該清算委託者の商号その他の事項

を通知し、かつ公表する。 

（新設） 

  

（債務負担による清算約定の成立） （債務負担による清算約定の成立） 

第４９条 （略） 第４９条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 当社は、清算参加者の破綻等を認定した場合

等において、金利スワップ取引清算業務の円滑

な遂行のため特に必要があると認めるときは、

前条第１項の規定にかかわらず、債務負担の申

込みに係る通知を受領する時間を臨時に変更す

ることができる。この場合において、当社は、

次に掲げる事項をあらかじめ清算参加者に通知

４ 当社は、清算参加者の破綻等を認定した場合

等において、金利スワップ取引清算業務の円滑

な遂行のため特に必要があると認めるときは、

第１項の規定にかかわらず、債務負担の申込み

に係る通知を受領する時間を臨時に変更するこ

とができる。この場合において、当社は、次に

掲げる事項をあらかじめ清算参加者に通知する
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するものとする。 

（１）・（２） （略） 

ものとする。 

（１）・（２） （略） 

５ （略） ５ （略） 

  

（清算約定の任意解約） （清算約定の任意解約） 

第５３条 清算参加者は、清算約定について任意

解約を行おうとする場合には、当社に対し、当

社が定める方法により通知することにより、そ

の旨の申込みをするものとする。当社は、当該

通知を、当社が定めるところにより受領する。 

第５３条 清算参加者は、清算約定について任意

解約を行おうとする場合には、当社に対し、当

社が定める方法によりその旨の申込みをするも

のとする。 

２ 当社は、前項の規定により清算参加者から清

算約定の任意解約の申込みに係る通知を受領し

た場合において、当該清算約定の反対清算約定

の当事者である他の清算参加者から、当該反対

清算約定の任意解約の申込みに係る通知を受領

したときは、当該清算約定及び当該反対清算約

定が当社の定める条件を満たすこと並びに当該

清算参加者及び当該他の清算参加者が債務負担

時所要証拠金を当社に預託又は交付しているこ

と（以下これらの事項を「任意解約要件」とい

う。）を当社が定めるところにより確認するも

のとし、当社が任意解約要件の充足を確認する

ことができた場合には、当該確認を行った時点

をもって、当社、当該清算参加者及び当該他の

清算参加者は、当該清算約定及び当該反対清算

約定を終了させる。 

２ 当社は、前項の規定により清算参加者から清

算約定の任意解約の申込みを受けた場合におい

て、当該清算約定の反対清算約定の当事者であ

る他の清算参加者から、当該反対清算約定の任

意解約の申込みを受けたときは、当該清算約定

及び当該反対清算約定が当社の定める条件を満

たすこと及びすべての清算参加者が当初証拠金

及び変動証拠金等について当社に預託又は交付

していること（以下これらの事項を「任意解約

要件」という。）を当社が定めるところにより

確認するものとし、当社が任意解約要件の充足

を確認することができた場合には、当該確認を

行った時点をもって、当社、当該清算参加者及

び当該他の清算参加者は、当該清算約定及び当

該反対清算約定を終了させる。 

３ 前項の場合において、当社が、当社が定める

時点で任意解約要件の充足を確認することがで

きない場合には、前項の規定により任意解約要

件の確認を行った任意解約の申込みについて、

任意解約を行わないものとする。 

３ 前項の場合において、当社が、当社が定める

時点で任意解約要件の充足を確認することがで

きない場合には、その時点におけるすべての任

意解約の申込みについて、任意解約を行わない

ものとする。 

４ 当社は、清算参加者の破綻等を認定した場合

等において、金利スワップ取引清算業務の円滑

な遂行のため特に必要があると認めるときは、

第１項の規定にかかわらず、任意解約の申込み

に係る通知を受領する時間を臨時に変更するこ

４ 当社は、清算参加者の破綻等を認定した場合

等において、金利スワップ取引清算業務の円滑

な遂行のため特に必要があると認めるときは、

任意解約要件の確認を臨時に行うことができ

る。この場合において、当社は、次に掲げる事
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とができる。この場合において、当社は、次に

掲げる事項をあらかじめ清算参加者に通知する

ものとする。 

（１） 本項の規定により任意解約の申込みに

係る通知を受領する時間を臨時に変更する旨 

（２） 変更後の当社が任意解約の申込みに係

る通知を受領する時間 

 

（削る） 

項をあらかじめ清算参加者に通知するものとす

る。 

 

（１） 本項の規定により任意解約要件の確認

を臨時に行う旨 

（２） 前号の確認までに各清算参加者が当社

に預託又は交付すべき当初証拠金及び変動証

拠金等の内容及び額 

（３） すべての清算参加者が前号の当初証拠

金及び変動証拠金等を当社に預託又は交付す

べき時限 

５ 清算参加者は、当社が第２項に規定する任意

解約要件の充足を確認した場合、同項に規定す

る清算参加者と他の清算参加者が別に合意する

日において、当社との間で任意解約に係る任意

解約手数料の授受を行う。 

５ 清算参加者は、当社が第２項に規定する任意

解約要件の充足を確認した場合、同項に規定す

る清算参加者と他の清算参加者が別に合意する

日において、任意解約に係る任意解約手数料の

授受を行う。 

６ （略） ６ （略） 

  

（清算約定（委託分）の承継の申込み） （清算約定（委託分）の承継の申込み） 

第５８条の２ （略） 第５８条の２ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 承継清算参加者は、前項に規定する承継の承

諾をし、かつ当該承継に係る清算委託者から承

継申込書の交付を受けた場合には、承継を希望

する日の午後１時までに、当社に対して、当該

承継申込書（承継清算参加者が当該承継の申込

みを受けた旨及び当該承諾をした旨、当該清算

委託者が承継元清算参加者に対して当該承継の

申込みを行う旨を通知した旨及び当社に当該承

継の申込みをする旨並びに承継清算参加者が当

社に当該承継の申込みをする旨が記載されてい

ることを要する。）を提出しなければならない。 

４ 承継清算参加者は、前項に規定する承継の承

諾をし、かつ当該承継に係る清算委託者から承

継申込書の交付を受けた場合には、承継を希望

する日の前当社営業日の午後１時までに、当社

に対して、当該承継申込書（承継清算参加者が

当該承継の申込みを受けた旨及び当該承諾をし

た旨、当該清算委託者が承継元清算参加者に対

して当該承継の申込みを行う旨を通知した旨及

び当社に当該承継の申込みをする旨並びに承継

清算参加者が当社に当該承継の申込みをする旨

が記載されていることを要する。）を提出しな

ければならない。 

  

（清算約定（委託分）の承継の成立） （清算約定（委託分）の承継の成立） 

第５８条の３ 当社は、前条の規定により行われ 第５８条の３ 当社は、前条の規定により行われ
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た承継の申込みを受領した場合には、承継日（第

４項第１号に規定する承継日をいう。以下同

じ。）において、対象清算約定の承継が行われ

たと仮定して第６４条、第６５条及び第７８条

の規定に基づき当初証拠金及び変動証拠金等を

算出するとともに、当社の定めるところにより

期限前終了手数料及び承継時支払金額を算出す

ることとし、当該承継日の午後４時までに、当

該承継清算参加者及び承継元清算参加者が当社

に対して当該当初証拠金の額（第４項第４号の

規定により承継清算参加者を代理人として当社

に預託されたものとみなされる当初証拠金を控

除した額とする。）に当該変動証拠金の額を加

減した額が預託又は交付されていることを確認

したときは、当社は当該承継の申込みを承諾す

ることとする。 

た承継の申込みを受領した場合には、当該申込

みを受領した日（以下「承継申込日」という。）

において、対象清算約定の承継が行われたと仮

定して第６４条、第６５条及び第７８条の規定

に基づき当初証拠金及び変動証拠金等を算出す

るとともに、当社の定めるところにより期限前

終了手数料及び承継時支払金額を算出すること

とし、当該承継申込日の翌当社営業日の午前１

１時までに当該承継清算参加者及び承継元清算

参加者が当社に対して当該当初証拠金（第４項

第４号の規定により承継清算参加者を代理人と

して当社に預託されたものとみなされる当初証

拠金を控除した額とする。）、変動証拠金等、

期限前終了手数料及び承継時支払金額を預託又

は交付されたことを確認したときは、当社は当

該承継の申込みを承諾することとする。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

  

（清算委託者の清算委託取引の移管の申込み） （清算委託者の清算委託取引の移管の申込み） 

第５８条の４ （略） 第５８条の４ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 受託清算参加者は、前項に規定する清算委託

取引の移管の承諾をし、かつ清算委託者から当

該移管に係る申込書の交付を受けた場合には、

移管を希望する日の午後１時までに、当社に対

して、当該申込書（移管元清算委託者及び受託

清算参加者が移管に合意することが記載されて

いることを要する。）を提出しなければならな

い。 

３ 受託清算参加者は、前項に規定する清算委託

取引の移管の承諾をし、かつ清算委託者から当

該移管に係る申込書の交付を受けた場合には、

移管を希望する日の前当社営業日の午後１時ま

でに、当社に対して、当該申込書（移管元清算

委託者及び受託清算参加者が移管に合意するこ

とが記載されていることを要する。）を提出し

なければならない。 

  

（清算委託取引の移管の成立） （清算委託取引の移管の成立） 

第５８条の５ 当社は、前条の規定により行われ

た移管の申込みを受領した場合には、当該移管

を希望する日において、清算委託取引の移管が

行われたと仮定して第６４条、第６５条及び第

７８条の規定に基づき当初証拠金及び変動証拠

第５８条の５ 当社は、前条の規定により行われ

た移管の申込みを受領した場合には、当該申込

みを受領した日（以下「移管申込日」という。）

において、清算委託取引の移管が行われたと仮

定して第６４条、第６５条及び第７８条の規定
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金等を算出することとし、当該日の午後４時ま

でに、当該受託清算参加者が当社に対して当該

当初証拠金の額（第３項の規定により移管先清

算委託者が受託清算参加者を代理人として当社

に預託されたものとみなされる当初証拠金又は

受託清算参加者が当社に預託したものとみなさ

れる当初証拠金を控除した額とする。）に当該

変動証拠金の額を加減した額が預託又は交付さ

れていることを確認したときは、当社は当該移

管の申込みを承諾することとする。 

に基づき当初証拠金及び変動証拠金等を算出す

ることとし、当該移管申込日の翌当社営業日の

午前１１時までに当該受託清算参加者が当社に

対して当該当初証拠金（第３項の規定により移

管先清算委託者が受託清算参加者を代理人とし

て当社に預託されたものとみなされる当初証拠

金又は受託清算参加者が当社に預託したものと

みなされる当初証拠金を控除した額とする。）及

び変動証拠金等が預託又は交付されたことを確

認したときは、当社は当該移管の申込みを承諾

することとする。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

  

（当初証拠金の預託時限） （当初証拠金の預託時限） 

第６６条 （略） 第６６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、当初証拠金預託

額が、債務負担又は任意解約の申込みを受領す

ることに伴い当社が算出した債務負担時所要証

拠金の額（未決済金額（第８５条の２第１項第

１号の規定により差引計算した結果負数である

場合の当該負数の額の絶対値をいう。以下同

じ。）を控除した額とする。以下本項において

同じ。）以上となった場合には、債務負担時所

要証拠金の額を当初証拠金所要額とみなす。 

（新設） 

  

（日中証拠金の預託時限） （日中証拠金の預託時限） 

第７０条 （略） 第７０条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 当初証拠金預託額が、債務負担又は任意解約

の申込みを受領することに伴い当社が算出した

債務負担時所要証拠金の額以上となった場合に

は、債務負担時所要証拠金の額を日中証拠金所

要額とみなす。 

３ 当初証拠金預託額が、債務負担により再計算

された債務負担時所要証拠金の額以上となった

場合には、日中証拠金所要額の不足は解消され

たものとする。 

  

（当初証拠金及び決済金額の差引計算） （当初証拠金及び決済金額の差引計算） 
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第８５条の２ 前条第２項の規定により差引計算

した結果、清算参加者が当社に対して決済金額

等（決済金額、変動証拠金及び変動証拠金に係

る利息を差引計算した後の額をいう。以下本条

及び次条において同じ。）を支払うこととなる

場合には、当該決済金額等の支払い及び第６６

条に規定する当初証拠金の預託については、自

己取引口座及び委託取引口座ごとに、次に掲げ

る計算式の順序に従って差引計算するものと

し、それぞれ算出された額が負の数になる場合

には、清算参加者は当社に対し当該額を預託す

るものとする。ただし、第１号に係る預託につ

いては、金銭により預託しなければならない。 

（１） （当初証拠金預託額のうち金銭による

預託額）－（清算参加者が支払うこととなる

決済金額等） 

 

（２） （当初証拠金預託額－充当現金預託額

（前号による差引計算の結果、清算参加者が

支払うこととなる決済金額等に充当された当

初証拠金預託額のうち金銭による預託額をい

う。））－（当初証拠金所要額） 

第８５条の２ 前条第２項の規定により差引計算

した結果、清算参加者が当社に対して決済金額

等（決済金額、変動証拠金及び変動証拠金に係

る利息を差引計算した後の額をいう。以下本条

及び次条において同じ。）を支払うこととなる

場合には、当該決済金額等の支払い及び第６６

条に規定する当初証拠金の預託については、自

己取引口座及び委託取引口座ごとに、次に掲げ

る計算式の順序に従って差引計算するものと

し、それぞれ算出された額が負の数になる場合

には、清算参加者は当社に対し当該額を預託す

るものとする。ただし、第１号に係る預託につ

いては、現金により預託しなければならない。 

（１） （前当社営業日末時点における当初証

拠金預託額のうち現金による預託額）－（同

時点において清算参加者が支払うこととなる

決済金額等） 

（２） （前当社営業日末時点における当初証

拠金預託額－充当現金預託額（前号による差

引計算の結果、清算参加者が支払うこととな

る決済金額等に充当された当初証拠金預託額

のうち現金による預託額をいう。））－（同

時点における当初証拠金所要額） 

２ 前条第２項の規定により差引計算した結果、

清算参加者が当社から決済金額等を受領するこ

ととなる場合には、当該決済金額等の支払い及

び第６６条に規定する当初証拠金の預託につい

ては、自己取引口座及び委託取引口座ごとに、

次に掲げる計算式に従って差引計算するものと

し、算出された額が負の数になる場合には、清

算参加者は当社に対し当該額を預託するものと

する。 

（当初証拠金預託額＋清算参加者が受領するこ

ととなる決済金額等）－（当初証拠金所要額） 

２ 前条第２項の規定により差引計算した結果、

清算参加者が当社から決済金額等を受領するこ

ととなる場合には、当該決済金額等の支払い及

び第６６条に規定する当初証拠金の預託につい

ては、自己取引口座及び委託取引口座ごとに、

次に掲げる計算式に従って差引計算するものと

し、算出された額が負の数になる場合には、清

算参加者は当社に対し当該額を預託するものと

する。 

（前当社営業日末時点における当初証拠金預託

額＋同時点において清算参加者が受領するこ

ととなる決済金額等）－（前当社営業日末時

点における当初証拠金所要額） 
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（返戻の申請及び当初証拠金のみなし預託） （返戻の申請及び当初証拠金のみなし預託） 

第８５条の３ 第８５条第２項の差引計算の結

果、決済金額等を受領することとなる清算参加

者は、当社に対し、自己取引口座及び委託取引

口座ごとに受領する金銭の額を明らかにしたう

えで申請を行うことにより、当該金銭を受領す

るものとする。 

第８５条の３ 前条の差引計算の結果、決済金額

等を受領することとなる清算参加者は、当社に

対し、自己取引口座及び委託取引口座ごとに受

領する金銭の額を明らかにしたうえで申請を行

うことにより、当該金銭を受領するものとする。 

２ 前項の申請がなされていない場合、自己取引

口座又は委託取引口座ごとに算出された決済金

額等は、当該口座に係る当初証拠金として預託

されたものとみなす。 

２ 前項の申請がなされなかった場合、自己取引

口座又は委託取引口座ごとに算出された決済金

額等は、当該口座に係る当初証拠金として預託

されたものとみなす。 

  

（受託清算参加者破綻時における清算約定（委託

分）等の承継） 

（受託清算参加者破綻時における清算約定（委託

分）等の承継） 

第９４条 （略） 第９４条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 当社は、前項の規定により行われた承継の申

込みを受領した場合には、当該承継の申込みが

行われた日において、第９１条の規定により終

了した清算約定（委託分）のうち、清算委託者

が承継を希望するもの（以下本条において「対

象清算約定」という。）の承継が行われたと仮

定して第６４条及び第６５条の規定に基づき当

初証拠金を算出するとともに、当社が規則で定

めるところにより承継時支払金額、未払債務（破

綻清算参加者の破綻等が認定された時点で当社

及び破綻清算参加者の間の弁済期が到来してい

る債務を除く。以下本条において同じ。）及び

変動証拠金を算出することとし、当該日の翌当

社営業日の午前１１時までに当該承継清算参加

者が当社に対して当該当初証拠金、承継時支払

金額、未払債務及び変動証拠金を預託又は交付

したことを確認したときは、当社は当該承継の

申込みを承諾することとする。 

５ 当社は、前項の規定により行われた承継の申

込みを受領した場合には、承継申込日において、

第９１条の規定により終了した清算約定（委託

分）のうち、清算委託者が承継を希望するもの

（以下本条において「対象清算約定」という。）

の承継が行われたと仮定して第６４条及び第６

５条の規定に基づき当初証拠金を算出するとと

もに、当社が規則で定めるところにより承継時

支払金額、未払債務（破綻清算参加者の破綻等

が認定された時点で当社及び破綻清算参加者の

間の弁済期が到来している債務を除く。以下本

条において同じ。）及び変動証拠金を算出する

こととし、当該承継申込日の翌当社営業日の午

前１１時までに当該承継清算参加者が当社に対

して当該当初証拠金、承継時支払金額、未払債

務及び変動証拠金を預託又は交付したことを確

認したときは、当社は当該承継の申込みを承諾

することとする。 

６～８ （略） ６～８ （略） 
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付  則 

この改正規定は、平成２６年１１月４日から施

行する。 

 

 

 

 

 

 11 



 

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 本規則において使用する用語は、本規則

に別段の定めがある場合を除き、業務方法書に

おいて使用する用語の例によるほか、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）～（３） （略） 

（４） 「バックロード取引」とは、清算参加

者が当社に対して当社営業日の午後４時から

午後８時の間に債務負担の申込みを行った適

格金利スワップ取引であって、当該申込みが

行われた日において取引日から１０当社営業

日が経過しているものをいう。 

（５） （略） 

第２条 本規則において使用する用語は、本規則

に別段の定めがある場合を除き、業務方法書に

おいて使用する用語の例によるほか、次の各号

に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）～（３） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

（４） （略） 

  

（適格金利スワップ取引の要件） （適格金利スワップ取引の要件） 

第９条 業務方法書第２条第１項第４７号に規定

する当社が定める要件は、次に掲げるすべての

要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づいて

成立する清算参加者間の金利スワップ取引及び

損失回避取引については、第１号を除くすべて

の要件）とする。 

（１）～（４） （略） 

（５） 変動金利の決定方法が次のａからｄま

でに掲げるものであり、かつ、変動金利の金

利計算期間が当該ａからｄに定める期間であ

ること。 

ａ ＪＰＹ‐ＬＩＢＯＲ‐ＢＢＡ ３か月又

は６か月 

ｂ ＪＰＹ‐ＴＩＢＯＲ‐ＺＴＩＢＯＲ ３

か月又は６か月 

ｃ ＪＰＹ‐ＴＩＢＯＲ‐１７０９７ ３か

第９条 業務方法書第２条第１項第４７号に規定

する当社が定める要件は、次に掲げるすべての

要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づいて

成立する清算参加者間の金利スワップ取引及び

損失回避取引については、第１号及び第２号を

除くすべての要件）とする。 

（１）～（４） （略） 

（５） 変動金利の決定方法がＪＰＹ‐ＬＩＢ

ＯＲ‐ＢＢＡ又はＪＰＹ‐ＴＩＢＯＲ‐ＺＴ

ＩＢＯＲであること。 
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月又は６か月 

ｄ ＪＰＹ‐ＴＯＮＡ‐ＯＩＳ‐ＣＯＭＰＯ

ＵＮＤ １日 

（６） （削除） 

 

（７） 想定元本及び決済通貨が日本円である

こと。 

（８） 契約期間が、次のａ及びｂに掲げる変

動金利の決定方法の金利スワップ取引ごと

に、当該ａ及びｂに定める日数以上であるこ

と。 

ａ ＪＰＹ‐ＴＯＮＡ‐ＯＩＳ‐ＣＯＭＰＯ

ＵＮＤ ７日 

ｂ 上記ａに掲げる変動金利の決定方法以外

の変動金利の決定方法 ２８日 

（９） 債務負担の申込みの日における終了日

までの期間について、次のａからｃまで掲げ

る金利スワップ取引ごとに、当該ａからｃま

でに定める期間であること。 

ａ 変動金利としてＪＰＹ－ＴＩＢＯＲ－１

７０９７であるものを対象とする金利スワ

ップ取引 ３日以上３，６６６日以内 

 

ｂ 変動金利としてＪＰＹ－ＴＩＢＯＲ－Ｚ

ＴＩＢＯＲであるものを対象とする金利ス

ワップ取引（当該取引のうち、前ａに掲げ

る取引に該当するものを除く。） ３日以

上７，３１８日以内 

 

ｃ （略） 

（１０）～（１５） （略） 

 

 

 

（６） 変動金利の金利計算期間が３か月又は

６か月であること。 

（７） 想定元本及び決済通貨が日本円である

こと。 

（８） 契約期間が２８日以上であること。 

 

 

 

 

 

 

 

（９） 債務負担の申込みの日における終了日

までの期間について、次のａからｃまで掲げ

る金利スワップ取引ごとに、当該ａからｃま

でに定める期間であること。 

ａ 変動金利としてＪＰＹ－ＴＩＢＯＲ－Ｚ

ＴＩＢＯＲであり変動金利の金利計算期間

が３か月であるものを対象とする金利スワ

ップ取引 ３日以上１，８３９日以内 

ｂ 変動金利としてＪＰＹ－ＴＩＢＯＲ－Ｚ

ＴＩＢＯＲであり変動金利の金利計算期間

が６か月であるものを対象とする金利スワ

ップ取引（当該取引のうち、前ａに掲げる

取引に該当するものを除く。） ３日以上

３，６６６日以内 

ｃ （略） 

（１０）～（１５） （略） 

  

（リスク量が大きい場合における当初証拠金所要

額の引上げ） 

（リスク量が大きい場合における当初証拠金所要

額の引上げ） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ 業務方法書第２９条第２項の当初証拠金所要 ２ 業務方法書第２９条第２項の当初証拠金所要
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額の引上げ措置は、前項の規定により算出した

ＰＶ０１の水準が同項の規定により定める水準

を超過した額に、基準ベーシスポイント（ＰＶ

０１の水準に応じた金利変動のリスクとして当

社が通知により定める数値をいう。）を乗じた

額に、当社が前項の規定により定める区分ごと

の金利変動のリスクの相関関係を当社が公示に

より定める方法により反映した額を当初証拠金

所要額割増額とする方法により行うものとす

る。 

額の引上げ措置は、前項の規定により算出した

ＰＶ０１の水準が同項の規定により定める水準

を超過した額に、基準ベーシスポイント（ＰＶ

０１の水準に応じた金利変動のリスクとして当

社が通知により定める数値をいう。）を乗じた

額を当初証拠金所要額割増額とする方法により

行うものとする。 

  

（債務負担等の申込方法等） （債務負担等の申込方法等） 

第２７条 （略） 第２７条 （略） 

２ 当社は、業務方法書第４８条第１項に規定す

る通知の受領を、当社営業日の午前９時から正

午まで及び午後１時から午後４時までの間、順

次行うものとする。 

２ 当社は、業務方法書第４８条第１項に規定す

る通知の受領を、当社営業日の午前１１時から

正午まで及び午後１時から午後４時までの間、

順次行うものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、バックロード取引

に係る債務負担の申込みが行われた場合には、

当社は、当該申込みに係る通知を、当該申込み

が行われた日の翌当社営業日の午前８時までに

受領するものとする。 

（新設） 

  

（債務負担に係る条件等） （債務負担に係る条件等） 

第２８条 （略） 第２８条 （略） 

２ 当社は、業務方法書第４９条第１項の規定に

よる債務負担要件の確認を、次の各号に掲げる

債務負担の申込みの区分に応じて、当該各号に

定めるところにより行うものとする。 

（１） バックロード取引に係る債務負担の申

込み 

当該債務負担の申込みを受領した日の午前８

時までに行う。 

（２） バックロード取引以外の取引に係る債

務負担の申込み 

債務負担の申込みを受領した後速やかに行

２ 当社は、業務方法書第４９条第１項の規定に

よる債務負担要件の確認を、当社が債務負担の

申込みに係る通知を受領した後速やかに行うも

のとする。 
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う。 

３ 業務方法書第４９条第１項に規定する当社が

定める時点は、当社が同項の規定により債務負

担要件の充足を確認（同条第４項の規定による

臨時の確認を含む。）を行った時点とする。 

３ 業務方法書第４９条第１項に規定する当社が

定める時点は、当社が同項の規定により債務負

担要件の確認（同条第４項の規定による臨時の

確認を含む。）を行った時点とする。 

４ （略） ４ （略） 

５ 業務方法書第４９条第２項及び第３項に規定

する当社の通知は、ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａｔｉ

ｏｎ ３９．１２（ｂ）（７）（ⅱ）及び（ⅲ）

の規定に即して、可能な限り速やかに行うもの

とする。 

５ 業務方法書第４９条第２項及び第３項に規定

する当社の通知は、ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａｔｉ

ｏｎ ３９．１２（ｂ）（７）（ⅱ）の規定に即

して、可能な限り速やかに行うものとする。 

６ 前項の規定にかかわらず、当社は、当社が前

条第３項の規定に従い受領した債務負担の申込

みに関する業務方法書第４９条第２項及び第３

項に規定する当社の通知を、当該債務負担の申

込みに係る通知を受領した日の午前８時５分以

降速やかに行う。 

（新設） 

７ （略） ６ （略） 

  

（清算約定の任意解約の申込みの方法等） （清算約定の任意解約の申込みの方法等） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

２ 当社は、業務方法書第５３条第１項に規定す

る通知の受領を、当社営業日の午前９時から正

午まで及び午後１時から午後４時までの間、順

次行うものとする。 

（新設） 

３ 業務方法書第５３条第２項に規定する当社が

定める条件は、任意解約要件の確認を行う日又

はその翌営業日が利払日又はアップフロントフ

ィーの決済日にあたらないこと及び任意解約手

数料の決済日が任意解約要件の確認を行う日の

翌当社営業日以降であることとする。 

２ 業務方法書第５３条第２項に規定する当社が

定める条件は、任意解約要件の確認を行う日又

はその翌営業日が利払日又はアップフロントフ

ィーの決済日にあたらないこと及び任意解約手

数料の決済日が任意解約要件の確認を行う日以

降であることとする。 

４ 当社は、業務方法書第５３条第２項の規定に

よる任意解約要件の確認を、当社が任意解約の

申込みに係る通知を受領した後速やかに行うも

のとする。 

３ 当社は、業務方法書第５３条第１項に規定す

る任意解約の申込みが当社営業日の午後４時ま

でに行われたものについて、同条第２項の規定

による任意解約要件の確認を翌当社営業日の午

前１１時までに行うものとする。 
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５ 業務方法書第５３条第３項に規定する当社が

定める時点は、当社が同条第２項に規定する任

意解約要件の確認（同条第４項の規定による臨

時の確認を含む。）を行った時点とする。 

４ 業務方法書第５３条第３項に規定する当社が

定める時点は、当社が同条第２項に規定する任

意解約要件の確認（同条第４項の規定による臨

時の確認を含む。）を行う日の午前１１時とす

る。 

６ 当社は、金利スワップ取引清算業務システム

その他の金利スワップ取引清算業務を行うため

に必要な当社又は当社以外の機関が設置するシ

ステムの稼働に支障が生じた場合その他のやむ

を得ない事由により必要があると認める場合に

は、任意解約の申込みに係る通知を受領する時

間を変更することができる。この場合において、

当社は、当該変更を行ったときは、遅滞なく、

変更後の時間を清算参加者に通知するものとす

る。 

（新設） 

  

（清算約定（委託分）の承継時に授受する金銭等

に関する事項） 

（清算約定（委託分）の承継時に授受する金銭等

に関する事項） 

第３５条の３ 業務方法書第５８条の３第１項に

規定する期限前終了手数料及び承継時支払金額

は、次に定めるところにより算出するものとす

る。 

（１） 期限前終了手数料の額は、当該各清算

約定について当該終了の日までに当社から清

算参加者に預託すべき変動証拠金の差引累計

額（変動証拠金の総支払額から総受取額を控

除した額をいう。以下本条において同じ。）

に当該終了の日の翌当社営業日に授受すべき

変動証拠金に係る利息を加減した額と同額と

し、当該額が正数の場合には当社から清算参

加者に期限前終了手数料を支払い、当該額が

負数の場合には清算参加者から当社に期限前

終了手数料を支払うものとする。 

（２） 当社、承継清算参加者及び清算委託者

は、対象清算約定（業務方法書第５８条の２

第３項に規定する対象清算約定をいう。以下

第３５条の３ 業務方法書第５８条の３第１項に

規定する期限前終了手数料及び承継時支払金額

は、次に定めるところにより算出するものとす

る。 

（１） 期限前終了手数料の額は、当該各清算

約定について当該終了の日の前当社営業日ま

でに当社から清算参加者に預託すべき変動証

拠金の差引累計額（変動証拠金の総支払額か

ら総受取額を控除した額をいう。以下本条に

おいて同じ。）と同額とし、差引累計額が正

数の場合には当社から清算参加者に期限前終

了手数料を支払い、差引累計額が負数の場合

には清算参加者から当社に期限前終了手数料

を支払うものとする。 

 

（２） 当社、承継清算参加者及び清算委託者

は、対象清算約定（業務方法書第５８条の２

第３項に規定する対象清算約定をいう。）の
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同じ。）の終了日までに清算委託者が承継元

清算参加者に預託した変動証拠金の差引累計

額に当該終了の日の翌当社営業日に授受すべ

き変動証拠金に係る利息を加減した額と同額

の承継時支払金額を授受するものとする。こ

の場合において、当該額が正数の場合には当

社から承継清算参加者及び承継清算参加者か

ら清算委託者に承継時支払金額を支払い、当

該額が負数の場合には清算委託者から承継清

算参加者及び承継清算参加者から当社に承継

時支払金額を支払う。 

終了日の前当社営業日までに清算委託者が承

継元清算参加者に預託した変動証拠金の差引

累計額と同額の承継時支払金額を授受するも

のとする。この場合において、当該差引累計

額が正数の場合には当社から承継清算参加者

及び承継清算参加者から清算委託者に承継時

支払金額を支払い、差引累計額が負数の場合

には清算委託者から承継清算参加者及び承継

清算参加者から当社に承継時支払金額を支払

う。 

２ 当社、承継清算参加者、承継元清算参加者及

び清算委託者は、業務方法書第５８条の３第４

項第３号の規定に従い、前項の規定により算出

した承継時支払金額及び期限前終了手数料を、

対象清算約定の終了の日の翌当社営業日に変動

証拠金等と差引計算して授受を行う。 

２ 当社、承継清算参加者、承継元清算参加者及

び清算委託者は、前項の規定による承継時支払

金額、期限前終了手数料及び変動証拠金の授受

を行う（業務方法書第５８条の３第１項の規定

により当社に預託又は交付されたものを除

く。）。 

  

（変動証拠金所要額） （変動証拠金所要額） 

第３８条 業務方法書第７８条第１項に規定する

当社が定める変動証拠金所要額の算出方法及び

同条第２項に規定する当社が定める清算約定

（委託分）の変動証拠金所要額の算出方法は、

算出日の前当社営業日の午後３時２分における

清算イールド・カーブに基づいて当該当社営業

日の午後４時の時点（業務方法書第５８条の３

第１項又は同第５８条の５第１項の規定に従い

当社が清算参加者からの承継又は移管の申込み

を承諾したときは、当該承諾の時点）における

清算約定について算出した正味現在価値と、算

出日の午後３時２分における清算イールド・カ

ーブに基づいて当該算出日の午後４時の時点

（業務方法書第５８条の３第１項又は同第５８

条の５第１項の規定に従い当社が清算参加者か

らの承継又は移管の申込みを承諾したときは、

当該承諾の時点）における各清算約定について

第３８条 業務方法書第７８条第１項に規定する

当社が定める変動証拠金所要額の算出方法及び

同条第２項に規定する当社が定める清算約定

（委託分）の変動証拠金所要額の算出方法は、

算出日の前当社営業日の午後３時２分における

清算イールド・カーブに基づいて当該当社営業

日の午後４時の時点における清算約定（当該時

点までに業務方法書第５３条に規定する任意解

約の申込みがなされた適格金利スワップ取引を

除く。）について算出した正味現在価値と、算

出日の午後３時２分における清算イールド・カ

ーブに基づいて当該算出日の午後４時の時点に

おける各清算約定（当該時点までに業務方法書

第５３条に規定する任意解約の申込みがなされ

た適格金利スワップ取引を除く。）について算

出した正味現在価値の差額に相当する額を求め

る方法とする。 
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算出した正味現在価値の差額に相当する額を求

める方法とする。 

２ （略） ２ （略） 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、平成２６年１１月４日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、改正後の第９条第

５号ｃ及び同条第９号ａの規定は、当社が定め

る日から施行する。 

 

  

  

別表２ 当初証拠金所要額の算出方法 別表２ 当初証拠金所要額の算出方法 

１ 当初証拠金所要額 １ 当初証拠金所要額 

（１）清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要

額 

ａ 清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要

額は、自己取引口座の算出日の午後４時時点

（業務方法書第５８条の３第１項又は同第５

８条の５第１項の規定に従い当社が承継又は

移管の申込みを承諾したときは、当該承諾の

時点）における清算約定の同日午後３時２分

時点の清算イールド・カーブに基づき算出し

た正味現在価値について、次の（ａ）及び（ｂ）

に規定する変動額のうち、当該変動額が負の

数となるものについてその絶対値が大きい順

に上位１２位までの値の平均値として算出さ

れる額をいう。ただし、当社が市場環境の急

激な変化が生じた場合その他当社の金利スワ

ップ取引清算業務の適切な遂行を確保する観

点から必要と認める場合には、当該額を臨時

に変更することができる。 

（ａ） 想定変動イールド・カーブにより算

出した正味現在価値の変動額 

（ｂ） ストレスイベントシナリオ想定変動

（１）清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要

額 

ａ 清算約定（自己分）に係る当初証拠金所要

額は、自己取引口座の算出日の午後４時時点

における清算約定（当該時点までに業務方法

書第５３条に規定する任意解約の申込みがな

された清算約定を除く。以下本号において同

じ。）の同日午後３時２分時点の清算イール

ド・カーブに基づき算出した正味現在価値に

ついて、想定変動イールド・カーブにより算

出した正味現在価値の変動額を算出し、当該

変動額が負の数となるものについてその絶対

値が最も大きい額をいう。ただし、当社が市

場環境の急激な変化が生じた場合その他当社

の金利スワップ取引清算業務の適切な遂行を

確保する観点から必要と認める場合には、当

該額を臨時に変更することができる。 
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イールド・カーブにより算出した正味現在

価値の変動額のうち、当社が公示により定

める額 

ｂ 前ａ（ａ）に規定する「想定変動イールド・

カーブ」とは、算出日から起算して過去１，

２５０当社営業日における日々の清算イール

ド・カーブの作成に利用した金利スワップ取

引等の気配値の５日間の変動率と同じ率の変

動が、算出日の清算イールド・カーブの作成

に利用する金利スワップ取引等の気配値に生

じた場合における当該気配値を基に作成した

イールド・カーブをいう。なお、過去の変動

率については、当社が公示により定める方法

により一定の調整を行う。 

ｃ 上記ａ（ｂ）に規定する「ストレスイベン

トシナリオ想定変動イールド・カーブ」とは、

当社が公示により定める期間における日々の

清算イールド・カーブの作成に利用した金利

スワップ取引等の気配値の５日間の変動率と

同じ率の変動が、算出日の清算イールド・カ

ーブの作成に利用する金利スワップ取引等の

気配値に生じた場合における当該気配値を基

に作成したイールド・カーブをいう。 

 

 

 

ｂ 前ａに規定する「想定変動イールド・カー

ブ」とは、計算日から起算して過去１，２５

０当社営業日における日々の清算イールド・

カーブの作成に利用した金利スワップ取引等

の気配値の５日間の変動率と同じ率の変動

が、計算日の清算イールド・カーブの作成に

利用する金利スワップ取引等の気配値に生じ

た場合における当該気配値を基に作成したイ

ールド・カーブをいう。なお、過去の変動率

については、当社が公示により定める方法に

より一定の調整を行う。 

（新設） 

（２） （略） （２） （略） 

（３） 清算約定（委託分）（業務方法書第９４

条に定める清算委託者に係るものに限る。）に

係る当初証拠金所要額（ノンヘッジ口座に係る

ものを除く。） 

第１号の規定は、本号に規定する当初証拠金

所要額の算出について準用する。この場合にお

いて、同号中「自己取引口座の」とあるのは「各

委託取引口座の」と、「５日間の変動率」とあ

るのは「７日間の変動率」と読み替えるものと

する（以下、本号における想定変動イールド・

カーブを「特別想定変動イールド・カーブ」と

いい、本号におけるストレスイベントシナリオ

（３） 清算約定（委託分）（業務方法書第９４

条に定める清算委託者に係るものに限る。）に

係る当初証拠金所要額（ノンヘッジ口座に係る

ものを除く。） 

第１号の規定は、本号に規定する当初証拠金

所要額の算出について準用する。この場合にお

いて、同号中「自己取引口座の」とあるのは「各

委託取引口座の」と、「５日間の変動率」とあ

るのは「７日間の変動率」と読み替えるものと

する（以下、本号における想定変動イールド・

カーブを「特別想定変動イールド・カーブ」と

いう。）。 
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想定変動イールド・カーブを「ストレスイベン

トシナリオ特別想定変動イールド・カーブ」と

いう。）。 

（４） （略） （４） （略） 

  

２ 日中証拠金所要額 ２ 日中証拠金所要額 

（１）清算約定（自己分）に係る日中証拠金所要

額 

ａ （略） 

ｂ 前ａに規定する「当初証拠金相当額」とは、

前ａの算出日の午前１１時２分時点における

気配値を基に作成した清算イールド・カーブ

に基づいて算出した正味現在価値について、

次の（ａ）及び（ｂ）に規定する変動額のう

ち、当該変動額が負の数となるものについて

その絶対値が大きい順に上位１２位までの値

の平均値として算出される額をいう。 

（ａ） 前項第１号ｂに定める想定変動イール

ド・カーブにより算出した変動額 

（ｂ） 前項第１号ｃに定めるストレスイベン

トシナリオ想定変動イールド・カーブにより

算出した変動額のうち、当社が公示により定

める額 

ｃ 上記ａに規定する「変動証拠金相当額」と

は、算出日の前当社営業日の午後４時の時点

における清算約定について、同日の午後３時

２分時点の清算イールド・カーブに基づいて

算出した正味現在価値と、前ａに規定する清

算約定について、算出日の午前１１時２分時

点の清算イールド・カーブに基づいて算出し

た正味現在価値の差額に相当する額とする。 

（１）清算約定（自己分）に係る日中証拠金所要

額 

ａ （略） 

ｂ 前ａに規定する「当初証拠金相当額」とは、

前ａの清算約定の算出日のその日の午前１１

時２分時点における気配値を基に作成した清

算イールド・カーブに基づいて算出した正味

現在価値について、前項第１号ｂに定める想

定変動イールド・カーブにより算出した正味

現在価値の変動額を算出し、当該変動額が負

の数となるものについてその絶対値が最も大

きい額とする。 

 

 

 

 

 

ｃ 上記ａに規定する「変動証拠金相当額」と

は、算出日の前当社営業日の午後４時の時点

における清算約定（当該時点までに業務方法

書第５３条に規定する任意解約の申込みがな

された適格金利スワップ取引を除く。）につ

いて、同日の午後３時２分時点の清算イール

ド・カーブに基づいて算出した正味現在価値

と、前ａに規定する清算約定について、算出

日の午前１１時２分時点の清算イールド・カ

ーブに基づいて算出した正味現在価値の差額

に相当する額とする。 

（２） （略） （２） （略） 

（３） 清算約定（委託分）（業務方法書第９４ （３） 清算約定（委託分）（業務方法書第９４
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条に定める清算委託者に係るものに限る。）に

係る日中証拠金所要額（ノンヘッジ口座に係る

ものを除く。） 

第１号の規定は、本号に規定する日中証拠金

所要額の算出について準用する。この場合にお

いて、同号中「自己取引口座の」とあるのは「各

委託取引口座の」と、「前項第１号ｂに定める

「想定変動イールド・カーブ」とあるのは、「前

項第３号に定める特別想定変動イールド・カー

ブ」と、「ストレスイベントシナリオ想定変動

イールド・カーブ」とあるのは、「前項第３号

に定めるストレスイベントシナリオ特別想定変

動イールド・カーブ」と読み替えるものとする。 

条に定める清算委託者に係るものに限る。）に

係る日中証拠金所要額（ノンヘッジ口座に係る

ものを除く。） 

第１号の規定は、本号に規定する日中証拠金

所要額の算出について準用する。この場合にお

いて、同号中「自己取引口座の」とあるのは「各

委託取引口座の」と、「前項第１号ｂに定める

「想定変動イールド・カーブ」とあるのは、「前

項第３号に定める特別想定変動イールド・カー

ブ」と読み替えるものとする。 

（４） （略） （４） （略） 

  

３ 債務負担時所要証拠金 ３ 債務負担時所要証拠金 

（１） 清算約定（自己分）に係る債務負担時所

要証拠金 

ａ 清算約定（自己分）に係る債務負担時所要

証拠金は、当社が業務方法書第４８条第１項

に規定する債務負担の申込み又は同第５３条

第１項に規定する任意解約の申込みに係る通

知を受領した時点における自己取引口座の清

算約定に、当該申込みに係る適格金利スワッ

プ取引又は清算約定を加減した清算約定につ

いて算出した当初証拠金相当額に変動証拠金

相当額を加減した額に、未決済金額を加算し

た額とする。ただし、当社が市場環境の急激

な変化が生じた場合その他当社の金利スワッ

プ取引清算業務の適切な遂行を確保する観点

から必要と認める場合には、当該額を臨時に

変更することができる。 

ｂ 前ａに規定する「当初証拠金相当額」とは、

前ａの債務負担又は任意解約の申込みを受領

した日（以下本項において「申込受領日」と

いう。）の午前１１時２分時点（午前９時か

（１） 清算約定（自己分）に係る債務負担時所

要証拠金 

ａ 清算約定（自己分）に係る債務負担時所要

証拠金は、当社が業務方法書第４８条第１項

に規定する債務負担の申込みに係る通知を受

領した時点における自己取引口座の清算約定

に当該申込みに係る適格金利スワップ取引を

加えた清算約定について算出した当初証拠金

相当額に変動証拠金相当額を加減した額とす

る。ただし、当社が市場環境の急激な変化が

生じた場合その他当社の金利スワップ取引清

算業務の適切な遂行を確保する観点から必要

と認める場合には、当該額を臨時に変更する

ことができる。 

 

 

ｂ 前ａに規定する「当初証拠金相当額」とは、

前ａの債務負担の申込みを受領した日（以下

本項において「申込受領日」という。）の午

前１１時２分時点（午前１１時から正午まで
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ら正午までの間に債務負担若しくは任意解約

の申込みを受領した場合又は第２７条第３項

に規定する申込みを受領した場合は、当該申

込受領日の前当社営業日の午後３時２分時

点）における気配値を基に作成した清算イー

ルド・カーブに基づいて算出した正味現在価

値について、次の（ａ）及び（ｂ）に規定す

る変動額のうち、当該変動額が負の数となる

ものについてその絶対値が大きい順に上位１

２位までの値の平均値として算出される額を

いう。 

（ａ） 第１項第１号ｂに定める想定変動イー

ルド・カーブにより算出した変動額 

（ｂ） 第１項第１号ｃに定めるストレスイベ

ントシナリオ想定変動イールド・カーブによ

り算出した変動額のうち、当社が公示により

定める額 

ｃ 上記ａに規定する「変動証拠金相当額」と

は、申込受領日の前当社営業日の午後４時時

点（業務方法書第５８条の３第１項又は同第

５８条の５第１項の規定に従い当社が承継又

は移管の申込みを承諾したときは、当該承諾

の時点）における清算約定について、申込受

領日の前当社営業日の午後３時２分時点の清

算イールド・カーブに基づいて算出した正味

現在価値と、前ａに規定する清算約定につい

て、申込受領日の午前１１時２分時点の清算

イールド・カーブ（午前９時から正午までの

間に債務負担若しくは任意解約の申込みを受

領した場合又は第２７条第３項に規定する申

込みを受領した場合は、当該申込受領日の前

当社営業日の午後３時２分時点における気配

値を基に作成した清算イールド・カーブ）に

基づいて算出した正味現在価値の差額に相当

する額とする。 

の間に債務負担の申込みを受領した場合は、

当該申込受領日の前当社営業日の午後３時２

分時点）における気配値を基に作成した清算

イールド・カーブに基づいて算出した正味現

在価値について、第１項第１号ｂに定める想

定変動イールド・カーブにより算出した正味

現在価値の変動額を算出し、当該変動額が負

の数となるものについてその絶対値が最も大

きい額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 上記ａに規定する「変動証拠金相当額」と

は、申込受領日の午前１１時の時点における

清算約定について、申込受領日の前当社営業

日の午後３時２分時点の清算イールド・カー

ブに基づいて算出した正味現在価値と、前ａ

に規定する清算約定について、申込受領日の

午前１１時２分時点の清算イールド・カーブ

（午前１１時から正午までの間に債務負担の

申込みを受領した場合は、当該申込受領日の

前当社営業日の午後３時２分時点における気

配値を基に作成した清算イールド・カーブ）

に基づいて算出した正味現在価値の差額に相

当する額とする。 

（２） （略） （２） （略） 
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（３） 清算約定（委託分）（業務方法書第９４

条に定める清算委託者に係るものに限る。）に

係る債務負担時所要証拠金（ノンヘッジ口座に

係るものを除く。） 

第１号の規定は、本号に規定する債務負担時

所要証拠金の算出について準用する。この場合

において、同号中「自己取引口座の」とあるの

は「各委託取引口座の」と、「第１項第１号ｂ

に定める想定変動イールド・カーブ」とあるの

は、「第１項第３号に定める特別想定変動イー

ルド・カーブ」と、「ストレスイベントシナリ

オ想定変動イールド・カーブ」とあるのは、「前

項第３号に定めるストレスイベントシナリオ特

別想定変動イールド・カーブ」と読み替えるも

のとする。 

（３） 清算約定（委託分）（業務方法書第９４

条に定める清算委託者に係るものに限る。）に

係る債務負担時所要証拠金（ノンヘッジ口座に

係るものを除く。） 

第１号の規定は、本号に規定する債務負担時

所要証拠金の算出について準用する。この場合

において、同号中「自己取引口座の」とあるの

は「各委託取引口座の」と、「第１項第１号ｂ

に定める想定変動イールド・カーブ」とあるの

は、「第１項第３号に定める特別想定変動イー

ルド・カーブ」と読み替えるものとする。 

（４） （略） （４） （略） 

  

様式第３号 清算受託契約の様式 様式第３号 清算受託契約の様式 

  

金利スワップ清算受託契約書 金利スワップ清算受託契約書 

  

（定義） （定義） 

第２条 本契約において使用する用語は、金融商

品取引法（昭和２３年法律第２５号）及び業務

方法書等において使用される用語の例によるほ

か、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１）～（８） （略） 

（９） 「承継清算参加者」とは、承継により

発生する権利義務の当事者となる清算参加者

をいう。 

（１０） （略） 

第２条 本契約において使用する用語は、金融商

品取引法（昭和２３年法律第２５号）及び業務

方法書等において使用される用語の例によるほ

か、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１）～（８） （略） 

（９） 「承継清算参加者」とは、承継により

発生する権利義務の当事者となる甲以外の清

算参加者をいう。 

（１０） （略） 

  

（当初証拠金の預託義務） （当初証拠金の預託義務） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

２ 委託清算約定に係る当初証拠金所要額は、業 ２ 委託清算約定に係る当初証拠金所要額は、業
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務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとし、甲は当該所要額を

乙に対して通知するものとする。ただし、業務

方法書第６６条第３項の規定により当該委託清

算約定に係る債務負担時所要証拠金の額が当初

証拠金所要額とみなされた場合は、この限りで

ない。 

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとし、甲は当該所要額を

乙に対して通知するものとする。 

３ （略） ３ （略） 

  

（当初証拠金の預託時限） （当初証拠金の預託時限） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、当初証拠金預託額

が、クリアリング機構が債務負担又は任意解約

の申込みを受領することに伴い算出した債務負

担時所要証拠金の額（第２６条の３第１項第１

号の規定により差引計算した結果負数である場

合の当該負数の額の絶対値を控除した額とす

る。以下本項において同じ。）以上となった場

合には、債務負担時所要証拠金の額を当初証拠

金預託必要額（当初証拠金について甲乙間に別

段の合意がない場合に限る。）とみなす。 

（新設） 

  

（日中証拠金の預託義務） （日中証拠金の預託義務） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

２ 委託清算約定に係る日中証拠金所要額は、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとし、甲は当該所要額を

乙に対して通知するものとする。ただし、業務

方法書第７０条第３項の規定により当該委託清

算約定に係る債務負担時所要証拠金の額が日中

証拠金所要額とみなされた場合は、この限りで

ない。 

２ 委託清算約定に係る日中証拠金所要額は、業

務方法書等の定めるところにより、クリアリン

グ機構が算出するものとし、甲は当該所要額を

乙に対して通知するものとする。 

  

（日中証拠金の預託時限） （日中証拠金の預託時限） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２ 当初証拠金等預託額が、クリアリング機構が ２ 当初証拠金等預託額が、クリアリング機構の
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債務負担又は任意解約の申込みを受領すること

に伴い算出した債務負担時所要証拠金の額以上

となった場合には、債務負担時所要証拠金の額

を日中証拠金預託必要額（日中証拠金について

甲乙間に別段の合意がない場合に限る。）とみ

なす。 

債務負担により再計算された債務負担時所要証

拠金の額以上となった場合には、日中証拠金預

託必要額（日中証拠金について甲乙間に別段の

合意がない場合に限る。）の不足は解消された

ものとする。 

  

（当初証拠金及び変動証拠金等の差引計算） （当初証拠金及び変動証拠金等の差引計算） 

第２６条の３ 前条の規定により差引計算した結

果、乙が甲に対し変動証拠金等に相当する金銭

を支払うこととなる場合には、当該金銭の支払

い及び第１１条に規定する当初証拠金の預託に

ついては、次に掲げる計算式の順序に従って差

引計算するものとし、それぞれ算出された額が

負の数になる場合には、乙は甲に対し当該額を

預託するものとする。ただし、第１号に係る預

託については、金銭により預託しなければなら

ない。 

（１） （当初証拠金等預託額のうち金銭によ

る預託額）－（乙が甲に支払うこととなる変

動証拠金等に相当する金銭の額） 

 

（２） （当初証拠金等預託額－充当金銭預託

額（前号による差引計算の結果、乙が甲に支

払うこととなる変動証拠金等に相当する金銭

に充当された当初証拠金等預託額のうち金銭

による預託額をいう。））－（当初証拠金預

託必要額） 

第２６条の３ 前条の規定により差引計算した結

果、乙が甲に対し変動証拠金等に相当する金銭

を支払うこととなる場合には、当該金銭の支払

い及び第１１条に規定する当初証拠金の預託に

ついては、次に掲げる計算式の順序に従って差

引計算するものとし、それぞれ算出された額が

負の数になる場合には、乙は甲に対し当該額を

預託するものとする。ただし、第１号に係る預

託については、金銭により預託しなければなら

ない。 

（１） （前ＪＳＣＣ営業日末時点における当

初証拠金等預託額のうち金銭による預託額）

－（同時点において乙が甲に支払うこととな

る変動証拠金等に相当する金銭の額） 

（２） （前ＪＳＣＣ営業日末時点における当

初証拠金等預託額－充当金銭預託額（前号に

よる差引計算の結果、乙が甲に支払うことと

なる変動証拠金等に相当する金銭に充当され

た当初証拠金等預託額のうち金銭による預託

額をいう。））－（同時点における当初証拠

金預託必要額） 

２ 前条の規定により差引計算した結果、乙が甲

から変動証拠金等に相当する金銭を受領するこ

ととなる場合には、当該金銭の支払い及び第１

１条に規定する当初証拠金の預託については、

次に掲げる計算式に従って差引計算するものと

し、算出された額が負の数になる場合には、乙

は甲に対し当該額を預託するものとする。 

２ 前条の規定により差引計算した結果、乙が甲

から変動証拠金等に相当する金銭を受領するこ

ととなる場合には、当該金銭の支払い及び第１

１条に規定する当初証拠金の預託については、

次に掲げる計算式に従って差引計算するものと

し、算出された額が負の数になる場合には、乙

は甲に対し当該額を預託するものとする。 
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（当初証拠金等預託額＋乙が甲から受領するこ

ととなる変動証拠金等に相当する金銭の額）

－（当初証拠金預託必要額） 

（前ＪＳＣＣ営業日末時点における当初証拠金

等預託額＋同時点において乙が甲から受領す

ることとなる変動証拠金等に相当する金銭の

額）－（前ＪＳＣＣ営業日末時点における当

初証拠金預託必要額） 

  

（返戻の申請及び当初証拠金のみなし預託） （返戻の申請及び当初証拠金のみなし預託） 

第２６条の４ 第２６条の２の差引計算の結果、

乙が変動証拠金等に相当する金銭を受領するこ

ととなる場合には、甲に対し、受領する金銭の

額を明らかにしたうえで申請を行うことによ

り、当該金銭を受領するものとする。 

第２６条の４ 前条の差引計算の結果、乙が変動

証拠金等に相当する金銭を受領することとなる

場合には、甲に対し、受領する金銭の額を明ら

かにしたうえで申請を行うことにより、当該金

銭を受領するものとする。 

２ 前項の申請がなされていない場合、乙が受領

することとなる変動証拠金等に相当する金銭

は、当初証拠金として預託されたものとみなす。 

２ 前項の申請がなされなかった場合、乙が受領

することとなる変動証拠金等に相当する金銭

は、当初証拠金として預託されたものとみなす。 

  

（他の清算参加者への本清算委託取引等の承継） （他の清算参加者への本清算委託取引等の承継） 

第２８条の３ （略） 第２８条の３ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 乙は、第１項の規定によりクリアリング機構

に対して承継の申込みをする場合には、あらか

じめ、承継清算参加者に対して当該承継の申込

みをし、その承諾を得るとともに、甲に対して

当該承継の申込みを行う旨を通知するものとす

る。この場合において、業務方法書等の定める

ところにより当該承継に伴い授受することとな

る委託清算約定に係る当初証拠金及び変動証拠

金その他委託清算約定に関して甲乙間で授受す

べき金額（前項の規定により承継先清算参加者

を代理人としてクリアリング機構に預託された

ものとみなされる当初証拠金を除く。）につい

て、クリアリング機構への交付時限までの甲乙

間で合意する日時までに、甲乙間で合意する方

法により、甲に対して交付するものとする。 

３ 乙は、第１項の規定によりクリアリング機構

に対して承継の申込みをする場合には、あらか

じめ、承継清算参加者に対して当該承継の申込

みをし、その承諾を得るとともに、甲に対して

当該承継の申込みを行う旨を通知するものとす

る。この場合において、業務方法書等の定める

ところにより当該承継が行われたと仮定してク

リアリング機構が算出する委託清算約定に係る

当初証拠金及び変動証拠金所要額その他委託清

算約定に関して甲乙間で授受すべき金額（前項

の規定により承継先清算参加者を代理人として

クリアリング機構に預託されたものとみなされ

る当初証拠金を除く。）について、クリアリン

グ機構への交付時限までの甲乙間で合意する日

時までに、甲乙間で合意する方法により、甲に

対して交付するものとする。 

４・５ （略） ４・５ （略） 
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（他の清算参加者からの清算委託取引等の承継） （他の清算参加者からの清算委託取引等の承継） 

第２８条の４ （略） 第２８条の４ （略） 

２ 甲は、前項の規定により承継元清算参加者の

承継対象清算約定等を承継する旨を承諾し、か

つ乙から業務方法書等の定めるところにより承

継申込書の交付を受けた場合には、承継を希望

するＪＳＣＣ営業日の午後１時までに、クリア

リング機構に対して、当該承継申込書（甲が当

該承継の申込みを受けた旨、当該承諾をした旨

及びクリアリング機構に承継の申込みをする旨

並びに乙が承継元清算参加者に対して当該承継

について通知をした旨及びクリアリング機構に

承継の申込みをする旨が記載されていることを

要する。）を提出しなければならない。 

２ 甲は、前項の規定により承継元清算参加者の

承継対象清算約定等を承継する旨を承諾し、か

つ乙から業務方法書等の定めるところにより承

継申込書の交付を受けた場合には、承継を希望

する日の前ＪＳＣＣ営業日の午後１時までに、

クリアリング機構に対して、当該承継申込書（甲

が当該承継の申込みを受けた旨、当該承諾をし

た旨及びクリアリング機構に承継の申込みをす

る旨並びに乙が承継元清算参加者に対して当該

承継について通知をした旨及びクリアリング機

構に承継の申込みをする旨が記載されているこ

とを要する。）を提出しなければならない。 

３ （略） ３ （略） 

４ 甲及び乙は、第１項の規定により甲が承継元

清算参加者の承継対象清算約定等を承継した場

合（承継元清算参加者を当事者とする乙のすべ

ての清算約定（委託分）に係る権利義務を承継

した場合に限る。）には、当該承継の時点で、

乙と承継元清算参加者の間の清算受託契約の規

定により乙が返還請求権を有する当初証拠金が

甲を代理人としてクリアリング機構に預託され

た当初証拠金とみなされることについて、本契

約をもってあらかじめ同意する。 

４ 甲及び乙は、第１項の規定により甲が承継元

清算参加者の承継対象清算約定等を承継した場

合（甲を当事者とする乙のすべての清算約定（委

託分）に係る権利義務を承継した場合に限る。）

には、当該承継の時点で、乙と承継元清算参加

者の間の清算受託契約の規定により乙が返還請

求権を有する当初証拠金が甲を代理人としてク

リアリング機構に預託された当初証拠金とみな

されることについて、本契約をもってあらかじ

め同意する。 
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